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P3の説明



災害発生時に、障害福祉サービス事業者に
求められる４つの役割
1つ目は、利用者の安全確保です。
• 障害福祉サービス利用者の中には、相対的に体⼒が弱い障害者もいるため、深刻な人的被害
が出ることが考えられます。そこで、「利用者の安全を確保するための対策」が何よりも重要とな
ります。

２つ目は、サービスの継続です。

• 自然災害が発生した場合にも、利用者やその家族に必要不可欠である障害福祉サービスを中
断することはできないと考え、サービスを提供し続けられるよう、事前の検討や準備を進めること
が必要です。また、通所事業所や訪問事業所においても極⼒業務を継続できるよう努めるととも
に、万が一業務の縮⼩や事業所の閉鎖を余儀なくされる場合でも、利用者への影響を極⼒抑え
るよう事前の検討を進めることが重要です。
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災害発生時に、障害福祉サービス事業者に
求められる４つの役割
3つ目は、職員の安全確保です。
職員に多くの負担がかかることが予想されるため、職員の安全を確保し、⾝体的、精神的両⾯へ
の支援を⾏う必要があります。

４つ目は、地域への貢献です。
施設がもつ機能を活かして被災時に地域へ貢献することも重要な役割となります。
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P3の説明



• P４の説明

•本ツールは事業所の対応フ
ローに沿って、①「平常時の
準備」と「災害時の対応」とし
て②初動対応③BCPの発動
④地域貢献の4つに分かれ
た構成となっております。
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平常時の準備
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基本方針の策定
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災害想定の把握

地震 最大震度（ ）の想定
火災 出火及び周辺からの延焼リスク
河川氾濫 浸水（ ）メートルのリスク
土砂災害 警戒区域・特別警戒区域
液状化
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災害想定の把握
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避難場所と避難所の確認

• 「避難場所（指定緊急避難場所）」とは、大規模な地震や火災等の災
害発生により住家が倒壊及びその恐れがある場合、また火災の発
生や延焼の恐れがある場合に、住民が一時的に身の安全を確保す
るために避難する場所です。大津市では学校園のグラウンドや公園
などを中心に指定しています。各避難所は災害の状況に応じて開設
されます。これらは、地域防災計画の資料に掲載されています。

•対して「避難所（指定避難所）」とは、災害によって帰宅困難になった
住民が一時的に暮らす場所を表現した言葉です。避難所には人が
生活するだけの設備が必要ですので、学校や公民館などが指定さ
れることが多いようです。
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避難のタイミングについて
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避難レベルに応じた
対応の検討
• ＢＣＰ作成ツールでは警戒レベ
ルを5段階に分けて、それぞれ
のレベルで各事業種別での対
応を決めていく形をとっていま
す。策定ツールでは各事業種
別での対応の参考例を記載し
ています。各事業所で相談し
て対応内容を下記変えても
らってもかまいせんし、このま
ま利用してもらってもかまいま
せん。
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職員の参集基準

•次に職員の参集基準です。参集
基準は警戒レベル3以上で設定
をする形にしています。策定ツー
ルでは各事業種別での対応の
参考例を記載しています。各事
業所で相談して対応内容を下記
変えてもらってもかまいせんし、
このまま利用してもらってもかま
いません。
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介護サービス事業者のための災害対応ガイドライン
しだ介護サービス事業者協議会



災害時の台帳（連絡網）の策定

•災害時に携帯電話はつながりにくいので、メールアドレスも事前に登
録しておきます。

•複数の連絡手段（ＬＩＮＥがおすすめ）を確保しておく。また、管理者
が不在の際の代行者を決めておきます。

•利用者の安否情報については、平常時の台帳と被害発生時の状況
確認のどちらにも使えるようエクセルシートを作成しましたので、年
一回更新してください。
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利用者台帳
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•平常時の台帳と被害
発生時の状況確認の
どちらにも使えるよう
エクセルシートを作成
しましたので、年一回
更新してください。



利用者台帳サンプル
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１． 介護保険における要介護３・４・５の認定者
２． 身体障害者手帳の１級・２級の所持者
３． 療育手帳のＡ１・Ａ２の所持者
４． 小児慢性特定疾病及び特定医療費（指定難病）受給者のうち、寝たきり及び人工呼吸器、吸引器、酸素濃縮器をご利用の方
５． 民生委員が把握している高齢者等のうち、避難行動に支援が必要と判断された方
６． 上記以外に避難に支援が必要で、名簿登録を希望する方で、市長が認めるもの





職員台帳

•職員台帳につ
いても、平常時
の台帳と被害
発生時の状況
確認のどちら
にも使えるよう
エクセルシート
を作成しました
ので、年一回
更新してくださ
い。
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職員台帳サンプル
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建物設備の確認

•災害時に損壊や転倒、飛
散が起こらないよう、別エ
クセルの施設、設備の安
全対策チェックリストを作
成し、1年に一度点検しま
す。
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災害用備蓄の準備

•非常時に備え、飲料水、生
活用水、利用者の特性に応
じ非常食糧、衛生用品、日
用品等を備蓄するとともに、
別紙の備蓄品リストを作成
し、6か月に一度点検します。

•従業者１人に対し、最低３
日分が目安。保管場所は災
害被害が及ばない場所に
設定します。

（飲料水１日３リットル、食料１
日３食、簡易トイレ１日５回
分）
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介護サービス事業者のための災害対応ガイドライン
しだ介護サービス事業者協議会



平時の利用者へのアプローチ

30



平時の利用者へのアプローチ
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災害時に備え連携する関係機関

•施設・事業所等の倒壊や多
数の職員の被災等、単独で
の事業継続が困難な事態を
想定して、施設・事業所等を
取り巻く関係各位と協力関係
を日ごろから構築しておきま
しょう。地域で相互に支援し
あうネットワークが構築され
ている場合はそれらに加入
することを検討します。
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関係機関との連携の重要性

•支援に携わる者のなかには、その使命感から、気付かないうちに肉
体的にも精神的にも無理をして自分自身が疲弊してしまい支援への
従事継続が困難になることがあります。

• また、少人数で営業しているサービス事業所では、従業者の被災に
より事業運営自体継続が困難になることもあります。

• いざという時には、「助けて！！」と言い合える関係を、サービス事
業者、従業者、地域、行政機関等との間で築いていることが大切で
す。また、そのような状況になったとき、外部からの支援を要請する、
他事業所へ業務を委託するなど対応策を検討しておく必要もありま
す。
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介護サービス事業者のための災害対応ガイドライン
しだ介護サービス事業者協議会



BCPの運用管理

• BCPを策定をすると同時に、研修及び訓練の実施が義務付けられて
います。これは実施指導において実施しているか確認される内容で
す。各事業所で訓練及び研修を毎年計画を立てて実施します。

•研修は年１回以上、訓練は施設は年２回以上、在宅サービスは年１
回以上の実施が義務付けられています。

•研修や訓練終了後は意見交換合いで改善点や見直すべきポイント
を把握するようにしましょう。
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•自立支援協議会にて、
防災関連および救急
救命の訓練を毎年開
催しますので、活用
してください。

•自立支援協議会の
ホームページにて防
災学習の動画と資料
を公開しています。
各事業所の研修で
活用してください。
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https://www.miyagi-selp.org/links/shinsai-no-kioku
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避難訓練の重要性

•利用者には、日頃から地震・火事・台風・洪水などの災害時の対応
について、わかりやすく繰り返し説明を重ねていきます。とくに重度
の障害のある人や自閉症の人には、実際に災害が発生したときど
のような対処をするか、訓練を重ねながら一人ひとりの特性を把握
します。そこから災害時の対応をどの程度理解しているか判断し、
事前に対応策を考えておきます。

•避難訓練の中では特に、避難場所や避難経路、連絡方法、避難基
準等の妥当性について確認するとともに、自力で避難が困難な利用
者に対する避難・救出方法を確認します。また、ホームでは夜間を
想定した避難訓練についても実施をします。
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更新方法と更新履歴
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BCP 運用のポイント
• BCP は、一度策定すればよいものではありません。策定したBCP を利用者や従業者に説明し理
解してもらいましょう。まずは事業所の身の丈にあった計画を策定しましょう。訓練を行ったり、
定期的に見直したり、継続的に改善することが大切です。

１.利用者や関係機関とのあらかじめの協議

• 災害時、利用者や関係連絡先との緊急連絡手段（電話等が使えない場合）や、相互の要員応
援等について決めておきます。

２.従業者との話し合い

• 災害時、従業者に安全に行動してもらわなければなりません。従業者が事業所のために駆けつ
けてくれるかも問題です。

• 災害時に、経営者はどう行動するつもりか、従業者にどう行動して欲しいか、策定したBCP を基
に話し合っておきましょう。

３.継続的な改善

• 最初から完璧なBCP を目指さない、事業所の身の丈にあった「使えるBCP」が大切です。

• 訓練や定期的な見直しを通じて、BCP を継続的に改善していくことが大切です。
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初動対応
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災害時の行動指針

•①守る：利用者・職員の安全を守る

•②逃げる：安全な場所へ、安全な方法で逃げる

•③判断する：状況に応じてその場でできることを判断する
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初動対応時の防災組織
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災害が起きた時の対応

•本ツールでは火災、地震、水害と3つに分けて全事業共通での対応
方法を記載しています。この対応方法は各事業所で書き換えてもか
まいせん。各事業所で毎年この対応方法を職員間で研修等で共有
して、避難訓練等をしていただければと思います。
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各事業での対応
•続けて各事業での災害が起きた時の対応について検討します。本
ツールでは通所、相談・ヘルプ、ホームと3つに分けてどのような対
応が必要か参考例を記載しています。
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出社・帰宅時間帯や勤務外の対応

•職員が出社・帰宅時間帯や勤務外に災害にあった時の対応を記載
します。

•災害が起きた時に携帯電話等が利用できない場合は災害伝言ダイ
ヤルや伝言版の活用も一つです。本ツールでは利用方法を記載し
ているので職員間で共有してください。
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事業を通常通り継続できるかの判断と対応
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大災害対応
（ＢＣＰ計画
発動）
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大災害時の防災組織の担当と任務
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重要業務の継続

•大規模災害が起きた時の継続が
必要な業務を緊急度に分けて設
定をして必要な資源と実施ポイ
ントを整理します。
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事業種別ごとの業務継続一覧

•重要業務の継続に関
して事業種別ごとに相
違がありますので一覧
を参考までに掲載して
います
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各事業の重要業務の
継続

• ホーム、通所、訪問の事業別
で職員の出勤率や出勤者数、
ライフラインの復旧ごとに、対
応できる利用者数、どこまで
の業務や支援を提供するかを
設定します。
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職員及び利用者の状況確認

•平時に策定したエクセルの職員台帳及び利用者台帳を用いて確認
を行います。
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職員及び利用者の状況確認

•各事業ごとに利用者の状況確認の優先順位を設定します。
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相談支援事業所の事例

•東日本大震災により被災した、１人職場だったある相談支援事業所
では、発災後１週間後に仕事を開始しました。

• すべてのケース記録等が津波で流されてしまい、また支援していた
障害者本人もどこにいるか分かりませんでした。そのため、まずは
避難所を訪問することから始めました。しかし、避難所は無数にあり、
また障害者の支援をしている専門職という証拠がないので、なかな
かうまくいきませんでした。そこで、同じ県で被災がほとんどなかった
地域の相談員が応援する体制が急遽講じられました。
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障害者支援に関わる職員向けの災害時マニュアル

災害救援者のピアサポートコミュニティの構築プロジェクト・障
害者支援施設班（編）



災害後の自宅訪問（通所、ヘルプ、相談）
（１）優先順位付け

・利用者の被災状況や支援の必要から検討して、訪問すべき優先度の高い利用者から訪問する。また、交通手段が確保
でき、訪

問可能かを判断して調整する。

（２）訪問時の持参品

・身分証を携帯すると共に、移動中や訪問先でのけが防止のため、底の厚い靴を履き、軍手等を持参するようにします。

（３）訪問方法

・安全確保のために訪問は出来るだけ2人で行きましょう。

（４）訪問時

・居宅内で家具の転倒や家電が落下していて危険がある場合、転倒した家具は起こせるものは起こして、次の余震で倒れ
にくいよ

うに家具の前面の床との隙間にスリッパ等をはさんでおきましょう。

・ガラスが飛散していた場合は、ガラスを取り除き、利用者に注意を促しましょう。

・家屋が明らかに傾いて、倒壊の恐れがある時は、避難所への避難を促しましょう。
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災害時各種対策

•災害が起きて、ライフラ
インや通信手段が止
まった時の対策を検討
します。参考例を記載し
ていますが事業所で検
討して書きかえてくださ
い。
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復旧対応

•被害状況の確
認ついては、先
ほど説明したエ
クセルシートな
どを活用して、
復旧作業が円
滑に進むよう、
必要な情報をま
とめてください。
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情報発信

• エクセルの連絡先リス
トを作成した上で、情報
公表のタイミング、範囲、
内容、方法についてあ
らかじめ方針を定めて
記載しておきましょう。

• 利用者や職員の状況
報告はエクセルで作成
した台帳を障害福祉課
等自治体への報告や
避難所を通じた応援要
請の際にご活用くださ
い。
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地域貢献
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入所施設の事例

• 一般住民の方の避難場所としても使われた障害者支援施設

• 東日本大震災発災時に、障害者入所施設Ａは、高台にあったために津波
によって被災しませんでした。施設には被災したグループホームの利用
者も避難してきましたが、同時に一般住民も避難してきました。住民のひ
とたちは体育館で避難生活を送り、入所していた方はそのまま施設で暮
らし続けました。入所施設だったので、食料の備蓄もあり、またガスや調
理場も使えていたので、暖かいごはんを全員に配ることができました。当
時はガソリンが不足していたので、職員は乗り合いで施設に通勤し、また
施設に泊まりこんで入所している方のケアをした職員もいました。市街地
の被害が大きかったので、職員同士の話では被災の状況を話題にしづら
かったそうです。また、無傷だった施設と、瓦礫が続く被災地とのギャップ
にもストレスを感じたとの意見もありました。
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障害者支援に関わる職員向けの災害時マニュアル

災害救援者のピアサポートコミュニティの構築プロジェクト・障
害者支援施設班（編）



通所施設の事例
福祉避難所としての役割を果たした施設

•施設Ｃは津波の浸水は逃れたものの周りは津波で浸水しており、発
災直後は周辺住民の避難先となっていました。

•居住していた利用者は内陸の被災してない施設に避難し、その後別
のプレハブに移りました。市内に障害者や高齢者を受け入れる場所
が足りなかったため、法人の意向もあり、こちらの施設は福祉避難
所として運営されることになりました。他の場所で働いていた職員も
応援に駆けつけてくれましたが、介助の経験がないために受け入れ
る側も苦労をしました。また、ボランティアの人も支援に来てくれるの
ですが、シフトのみならず宿泊や移動の手配などが職員には負担と
なりました。そんなときに、災害時に支援した経験のある人が外部支
援者として来てくれたおかげでずいぶん助かったとのことです。
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障害者支援に関わる職員向けの災害時マニュアル

災害救援者のピアサポートコミュニティの構築プロジェクト・障
害者支援施設班（編）



地域貢献について

•地域貢献については、被
災時の職員の派遣や福祉
避難所の運営を行う場合
などに記載してください。

• そのほか、ご自身の事業
所で地域連携・共助に関す
ることで必要があれば計画
に盛り込んでください。

64



さいごに
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• ＢＣＰは計画を策定して終わりで
はなく、作成したＢＣＰを基に学習
会や訓練を実施し、計画の見直
しを図るというPDCサイクルにて、
職員間や利用者と内容を共有し
ておくことがより大切です。最初
から完璧なものを目指すのでは
なく、そのつどメンテナンスを繰り
返し、事業所の運営に即したＢＣ
Ｐを完成させてください。
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